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重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

11 付加価値の高いモノづくりの推進 

（１）次世代モノづくりの研究開発の強化 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 既存産業の高度化や次世代産業の創出を図るため、「知の拠点あいち＊」における「あいち産

業科学技術総合センター」や「あいちシンクロトロン光センター」の積極的な活用、「重点研

究プロジェクト」の推進など、産学行政が連携した研究開発を進めていく。 

○ 名古屋大学と締結した「環境調和型・持続可能社会の構築に向けた連携実施協定」や豊橋技

術科学大学と締結した「地域における科学技術の発展等に向けた連携実施協定書」などに基づ

く連携・協力をはじめ、大学との情報交換、共同研究、人材交流などを一層推進していく。 

○ 「産業空洞化対策減税基金」の活用などにより、企業等が行う研究開発・実証実験を支援し

ていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

産学行政が連

携した研究開

発の一層の強

化 

「あいち産業科学

技術総合センター」

や「あいちシンクロ

トロン光センター」

の積極的な活用 

・依頼試験や技術相談・指導、

試作・評価による、企業の

製品開発への支援 

・企業の提案による共同研究

の実施 

・研究会、講習・講演会によ

る研究成果等の情報発信 

  

産業労働部 

「知の拠点あいち」

を中心とした産学

行政の連携による

共同研究開発プロ

ジェクトの推進 

・重点研究プロジェクト（低

環境負荷型次世代ナノ・マ

イクロ加工、食の安心・安

全、超早期診断）の推進 

 

 

 

・国等の競争的資金を活用し

た共同研究開発の実施 

 

 

 

 

・新たな研究プロ

ジェクトの検

討・調整 

 

・５年間実施した

共同研究開発の

成果のフォロー

アップ 

 産業労働部 

大学等との連

携・協力 

大学等との連携・協

力した研究開発の

推進 

・名古屋大学との協定に基づ

く環境調和型・持続可能社

会の構築に向けた情報交

換、共同研究、人材交流等 

・豊橋技術科学大学との協定

に基づく共同研究、人材交

流等 

・名古屋大学が中心に実施す

る研究開発プログラム（Ｃ

ＯＩ ＳＴＲＥＡＭ）への参

画及び高齢者がいきいきと

暮らせる社会の実現に向け

たモビリティや健康に関す

る研究開発成果の実証支援 

  

産業労働部 

企業等の研究

開発・実証実

験の支援 

企業等の研究開発 

・実証実験の支援 

・産業空洞化対策減税基金の

活用などによる研究開発・

実証実験の支援 

 

 

 

 

産業労働部 

 

 

 

 

 

試作品及び商品

化件数：30 件 

（2015 年度） 



 

33 

 
 

重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【知の拠点あいち】               【あいちシンクロトロン光センター】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）デザインを重視したモノづくりの支援 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 「あいち産業科学技術総合センター」に設置した「産業デザイントライアルコア」において、

３Ｄプリンターなどを活用し、産業デザインを意識したモノづくりを支援するほか、デザイン

関連団体や大学等との連携による製品開発を促進していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

産業デザイン

を意識したモ

ノづくりの支

援 

「産業デザイント

ライアルコア」の設

置・運営 

・３Ｄプリンターなどの活用

による産業デザインを意識

したモノづくりの支援 

  

産業労働部 

デザイン関連団体

や大学等との連携 

・デザイン関連団体や大学等

との連携による製品開発の

促進 

  

産業労働部 

 

（３）知的財産の戦略的な活用 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 「あいち産業科学技術総合センター」に設置した「愛知県知的所有権センター」や、「知財

総合支援窓口」を設置している（公財）あいち産業振興機構、（一社）愛知県発明協会をはじ

め、関係各機関と連携し、中小企業が取り組む、競争力の源泉として知的財産を経営戦略に位

置づけ、事業活動に組み入れる知財経営の支援を行っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

知財経営の支

援 

知財に関する創造 

・保護・活用の支援 

・愛知県知的所有権センター

における相談への対応 

・セミナー・講演会の開催 

・県有知的財産の活用 

  

産業労働部 

知財総合支援窓口

における専門家に

よる支援 

・知財総合支援窓口における

相談への対応及び専門家の

派遣 

・中小企業に対する海外特許

等取得支援 

 

 

 

  

産業労働部 

 

あいち産業科学技術総合センター 
 

あいちシンクロトロン光センター 
 

知的財産に関する相談件数:毎年度2,000 件以上 

専門家派遣件数:毎年度200 件以上 

（2015 年度まで毎年度） 
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重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

12 自動車産業の高度化と航空宇宙産業の振興 

（１）自動車産業の高度化 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 自動車産業の技術革新を支える研究開発機能の集積・強化を図るため、豊田・岡崎地区研究

開発施設用地造成事業を着実に進めていく。 

○ 2013 年８月に設置した｢あいち次世代自動車インフラ整備推進協議会＊｣のもと、「愛知県水

素ステーション整備・配置計画」、｢愛知県次世代自動車充電インフラ整備・配置計画｣に基づ

き、水素ステーション・充電インフラの整備を促進するとともに、電気自動車（ＥＶ）・プラ

グインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）・燃料電池車（ＦＣＶ）に対する自動車税の課税免除や

中小企業等への導入支援、県公用車への率先導入などにより、次世代自動車の普及を図ってい

く。 

○ 「自動車安全技術プロジェクトチーム＊」のもと、産学行政の連携による自動車安全技術の

開発・普及を図るほか、中堅・中小企業の次世代自動車への取組支援など、自動車関連の技術

開発・新事業展開を支援していく。 
 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

自動車産業の

研究開発機能

の集積・強化 

豊田・岡崎地区研究

開発施設用地造成

事業の推進 

・用地造成工事 

 

  

企業庁 

次世代自動車

の普及促進 

「あいち次世代自

動車インフラ整備

推進協議会」におけ

る水素ステーショ

ン・充電インフラ整

備の支援 

・「愛知県水素ステーション整

備・配置計画」に基づく水

素ステーションの整備促進 

・民間事業者による移動式水素ス

テーション設置・稼働に向けた

県庁敷地内整備、普及啓発実施 

・「愛知県次世代自動車充電イ

ンフラ整備・配置計画」に基

づく充電インフラの整備促進 

・愛知県庁本庁舎でのＥＶ･

ＰＨＶ用充電インフラ整備 

・愛知県ＥＶ・ＰＨＶ充電インフラ

整備・運用ガイドラインの策定 

・次世代自動車フォーラム、

次世代自動車インフラキャ

ラバンの開催 

 

 

 

・県庁敷地内での

普及啓発実施 

 

 

 

 

 

 

・ガイドラインの

普及 

 

 

 

環境部 

産業労働部 

ＥＶ・ＰＨＶ・  

ＦＣＶの普及に向

けた支援 

・本県独自の自動車税の課税

免除 

・低公害車導入促進費補助金に

よる中小企業等への導入支援 

・県公用車への率先導入 

  

環境部 

技術開発・新

事業展開の支

援 

自動車安全技術の

開発・普及の取組の

推進 

・「自動車安全技術プロジェク

トチーム」での検討 

・大学・企業等による研究会の開催 

・自動車安全技術に係る企業

の展示会出展への支援 

・県民への自動車安全技術に

対する理解の促進 

  

産業労働部 

中堅・中小企業の取

組への支援 

・次世代自動車先端技術研修の実施 

・自動車産業イノベーション

セミナーの開催 

  
産業労働部 

企業等の研究開発 

・実証実験の支援 

・産業空洞化対策減税基金の

活用などによる研究開発・

実証実験の支援 

  
産業労働部 

 

水素ステーション
の整備：20 基 
（2015 年度） 

水素ステーション
の整備：100 基
程度（2025 年度） 

一般開放の充電

インフラ整備基

数：2020 年度ま

でに 1,600 基 

ＥＶ・ＰＨＶの累計台数: 
2016 年度までに 16,000 台 
（2020 年度までに 42,000 台） 

造成完了 

（2020 年度） 



 

35 

 
 

重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【豊田・岡崎地区研究開発施設用地造成事業の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【水素ステーションの配置イメージ（2015年度末）】  【充電インフラの既存設置箇所及び設置希望箇所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 位置・面積 

 ・豊田市（旧下山村）・岡崎市（旧額田町）の約650ha（うち改変区域 約270ha） 

２ 主な研究開発施設の内容 

 ①研究開発施設：耐久試験、車両台上評価等 
 ②テストコース：高速走行での車両性能評価、燃費計測や安全性評価等 

        （周回路：約5,370ｍ、高速評価路：約6,000ｍ、カントリー路：約5,360ｍ等 計11本） 

 ③従業員：約3,850名（研究者含む） 

３ 事業スケジュール 

  工事区域については、地形及び土地利用から東、中、西の３工区に分け、工区ごとに工事を実施。

用地造成工事中の東工区・中工区に続き、2017年度に西工区の用地造成工事に着手予定。 

 ・用地造成工事：2012年度から８年程度（2020年度完了予定） 

 ・施設建設工事：2017年度から８年程度（2025年度完了予定） 

 ・施設の供用：施設建設工事が完了したところから、順次供用開始予定 

４ 土地利用計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 ・主に東側及び中央に周回路等のテストコース等、西側に実験棟等の研究開発施設等を配置 

0m            1000m 



 

36 

重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

 

（２）航空宇宙産業の振興 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 本県を中心に厚い産業集積を誇る航空宇宙産業のさらなる振興を図るため、国際戦略総合特

区「アジア No.１航空宇宙産業クラスター形成特区」に基づく規制の特例措置や税制・財政・

金融上の支援措置を活用するとともに、企業立地、研究開発・実証実験に対する助成、産業立

地促進税制による不動産取得税の免除・軽減措置などにより、さらなる企業集積や航空機生産

機能の拡大・強化を図っていく。また、（独）航空宇宙研究開発機構（ＪＡＸＡ）の「名古屋

空港飛行研究拠点」と連携した人材育成の支援や、県営名古屋空港隣接地での航空宇宙産業ク

ラスター拠点の整備を行っていく。 

○ 航空機製造特有の設計、加工及び検査技術者や技能者など航空機製造に関する人材の育成や、

中小企業の航空機産業への参入支援など、航空宇宙産業の裾野を広げる取組を推進していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

航空宇宙産業

関連企業集積

や航空機生産

機能の拡大・

強化 

「アジア No.1 航空

宇宙産業クラスタ

ー形成特区」の推進 

・長野県･静岡県への区域拡大 

・規制の特例措置、税制・財

政・金融上の支援措置の活

用 

  

知事政策局 

産業労働部 

企業立地に対する

インセンティブな

どの地域独自の取

組 

・産業空洞化対策減税基金の

活用などによる企業立地、

研究開発・実証実験に対す

る助成 

・国際戦略総合特区等におけ

る不動産取得税の免除 

 

 

 

 

 

 

産業労働部 

ＪＡＸＡ名古屋空

港飛行研究拠点と

連携した人材育成

の支援等 

・大学や企業における高度人

材育成の支援 

・産学行政が連携した研究開

発の推進 

・ＪＡＸＡとの連携事業の検

討・実施 

  

産業労働部 

県営名古屋空港隣

接地における空港

機能及び航空宇宙

産業クラスター拠

点の整備 

（再掲３（２）） 

・航空宇宙産業クラスター拠

点用地の整備 

・立体駐車場、駐機場、アク

セス道路の整備 

 

 

・空港における公

共用エプロン・

スポット等の整

備 

 

地域振興部 

産業労働部 

航空宇宙産業

の裾野拡大 

航空機製造に関す

る人材の育成 

・航空機特有の設計、加工、

検査技術に関する研修 

・航空機製造技能者の育成研

修 

  

産業労働部 

中小企業の航空機

産業への参入支援 

・航空機部品供給システム研

究会の開催 

・専門家派遣による航空機産

業に固有の認証の取得支援 

  

産業労働部 

中堅・中小企業の海

外取引拡大の促進 

・国際的な展示会・商談会へ

の出展支援 

（エアロマート名古屋2014） 

  

産業労働部 

 

 

 

 

中部地域の航空宇宙

産業の生産高：0.92

兆円(2015 年) 

品質認証取得件

数:累計200 件

（2015 年） 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

＜コラム＞アジアNo.1の航空宇宙産業の拠点をめざして 

本県を中心とする中部地域は、我が国随一の航空宇宙産業の集積地として、日本の航空宇宙産

業の発展を支えてきました。現在、当地域に立地する機体メーカーが機体構造部品の 35％を分

担製造するボーイング 787 型機の生産、そして、日本初の国産ジェット旅客機「三菱リージョ

ナルジェット（ＭＲＪ）」の開発が着々と進展しています。 

2011 年 12 月、愛知・岐阜地域の「アジア No.１航空宇宙産業クラスター形成特区」が国

際戦略総合特区に指定され、その後、この国際戦略総合特区のエリアは、2013 年 10 月には

三重まで、2014 年６月には長野・静岡まで拡大しました。 

本県では、航空宇宙産業クラスターに厚みと広がりを持たせるため、総合特区制度の支援措置

を活用しながら、産業空洞化対策減税基金や産業立地促進税制の拡充による企業立地や研究開

発・実証実験への支援措置をはじめ、ＪＡＸＡとの連携協定に基づく研究開発、人材育成などの

取組や中小企業に対する技術支援・販路開拓支援など、独自の取組も着実に進めています。 

また、県営名古屋空港を活用して、航空宇宙産業

クラスター拠点を整備していくこととしており、県

が確保し売却する用地に、今後、三菱重工業（株） 

が、ＭＲＪの量産に向けた工場建設を行う予定です。 

本県としては、こうした取組を通じ、ボーイング

787 型機の増産、ボーイング 777Ｘ型機の生産開

始に対応するとともに、ＭＲＪの量産などのプロジ

ェクトを成功へと導き、国際戦略総合特区への指定

の効果を最大限活用することにより、我が国では唯

一、研究開発から設計、製造、保守管理までの一貫

体制を持つ集積地を形成していきます。 

そして、アメリカのシアトル、フランスのツールーズと肩を並べる航空宇宙産業の世界三大拠

点の一つとして、さらなる飛躍をめざしていきます。 

 

【航空宇宙産業クラスターが目指す将来イメージ（民間航空機のイメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：「アジア No.１航空宇宙産業クラスター形成特区」 パンフレット） 

 

ＭＲＪ量産工場（イメージ） 
（三菱重工業（株）提供） 
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重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

13 健康長寿、環境・新エネルギーなど課題解決型産業の育成 

（１）健康長寿 
＜３か年の取組方向＞ 

○ モノづくり企業と医療・福祉施設との共同開発を促進する「あいち福祉用具開発ネットワー

ク」の立ち上げなど、大学、医療機関、介護施設、企業等によるネットワーク体制の構築や、

福祉用具開発相談窓口の設置などにより、医療・福祉機器分野や生活支援ロボット分野への新

規参入を促進していく。また、「知の拠点あいち」の重点プロジェクト「超早期診断技術開発

プロジェクト」をはじめ、産学行政の連携による共同研究開発を推進していく。 
 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

医療・福祉分

野や生活支援

ロボット分野

の育成・振興 

大学、医療機関、介

護施設、企業等によ

るネットワーク体

制の構築、産学・医

工連携の推進 

（再掲 44（２）） 

・「あいち健康長寿産業クラス

ター推進協議会」による産

学・医工連携の推進 

・「あいち福祉用具開発ネット

ワーク」の立ち上げ 

・福祉用具開発研究会の開催 

・モノづくり企業と医療機器

メーカーやロボット研究開

発者等とのマッチングを促

進するイベントの開催 

・「メディカル・デバイス産業

振興協議会（事務局：名古

屋商工会議所）」の取組支援 

・再生医療関連機器開発研究

会の開催 

 

 

 

・ネットワークでの

共同開発の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再生医療関連機

器の開発促進 

 

産業労働部 

医療・福祉機器分野

や生活支援ロボッ

ト分野への新規参

入促進 

・ＰＭＤＡ薬事戦略相談出張

個別面談の開催 

・福祉用具開発相談窓口の設

置・運営 

・生活支援ロボット分野新規

参入支援セミナー、リスクア

セスメント研修会等の開催 

・愛・地球博記念公園におけ

る次世代ロボット実証実験

の支援 

  

産業労働部 

産学行政の連携に

よる共同研究開発

プロジェクトの推

進 

・重点研究プロジェクト（超

早期診断）の推進 

 ・５年間実施した

プロジェクトの

成果のフォロー

アップ 

産業労働部 

 

【超早期診断技術開発プロジェクト（１滴の血液で簡単・迅速に病気の検査をする技術の確立）】 

 

 

 

 
 

（国立長寿医療研究センター滝川室長提供） 

「知の拠点あいち」では、３つの重点研究プロジェクトを進めています。そのうち「超早期診断

技術開発プロジェクト」は、脳・循環器系疾患、がん、生活習慣病を早期に発見するために、医

工連携体制を構築し、痛みがない、少ない、簡易な早期診断技術や日常的な健康モニタリング技

術を確立することをめざしています。１滴（0.02ml）の血液で簡単・迅速に病気を検査する技

術の確立はその一例です。 

試作品及び商品
化件数：10 件 
（2015 年度） 

指先から極少量血液を 
カセットに採取 

カセット内で、反応による電位の変

化を半導体イメージセンサが感知 
カセットを測定ユニット（手のひら

サイズ）に挿入し、10分で測定完了 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

（２）環境・新エネルギー 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 「あいち資源循環推進センター＊」において、循環ビジネス創出コーディネーターによる相

談・技術指導や先導的・効果的リサイクル事業に対する助成を行うなど、循環ビジネスの発掘・

創出を支援していく。 

○ 新エネルギー関連技術の実用化を促進するため、「愛知県新エネルギー産業協議会＊」におい

て、産学行政連携による新エネルギー産業の研究開発や事業化を支援していくほか、「豊田市

低炭素社会システム実証プロジェクト」への参画・支援によるスマートコミュニティ＊の先進

的取組の普及拡大を図っていく。また、「あいち臨空新エネルギー実証研究エリア＊」について

は、その機能を 2015 年度に「知の拠点あいち」に移転し、「知の拠点あいち」の有する研究

開発や分析評価支援機能と一体的に運用することで、取組の強化を図っていく。 

○ 「あいち産業科学技術総合センター」の「燃料電池トライアルコア」における燃料電池関連

の技術開発支援をはじめ、水素ステーションの整備促進、燃料電池車・水素エネルギーの普及

促進など、水素エネルギー産業の振興に向けた取組を推進していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

循環ビジネス

の発掘・創出

支援 

「あいち資源循環

推進センター」にお

ける先導的・効果的

な循環ビジネスの

発掘・創出支援 

・循環ビジネス創出コーディ

ネーターによる相談・技術

指導 

・循環ビジネス創出会議開催 

・先導的・効果的リサイクル

事業に対する助成 

  

環境部 

新エネルギー

関連技術の実

用化促進 

新エネルギー関連

分野における研究

開発や事業化の支

援 

・「愛知県新エネルギー産業協

議会」における各種研究会

の開催 

 

 

 

 

 

産業労働部 

「豊田市低炭素社

会システム実証プ

ロジェクト」への参

画・支援 

（再掲 48（３）） 

・プロジェクトへの参画 

・先進事例の成果を情報発信

するためのセミナー開催 

  

産業労働部 

「あいち臨空新エ

ネルギー実証研究

エリア」の運営 

・エリアの運営 

・「知の拠点あいち」への移転

準備 

 

・「知の拠点あい

ち」への移転、

取組の強化 

 

産業労働部 

水素エネルギ

ー産業の振興 

「燃料電池トライ

アルコア」における

技術開発の支援 

・燃料電池用触媒に関する講

演会・研究会の開催 

・試作品の特性評価や技術相

談による企業支援 

  

産業労働部 

燃料電池車・水素エ

ネルギーの普及促

進 

・「愛知県水素ステーション整

備・配置計画」に基づく水

素ステーションの整備促進 

・民間事業者による移動式水

素ステーション設置・稼働

に向けた県庁敷地内整備、

普及啓発実施 

・水素社会研究会（仮称）の

開催、検討結果を踏まえた

取組の推進 

 

 

 

・県庁敷地内での

普及啓発実施 

 

産業労働部 

 

水素ステーション
の整備：20 基 
（2015 年度） 

水素ステーション
の整備：100 基
程度（2025 年度） 
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重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

14 立地環境の整備 

＜３か年の取組方向＞ 

○ 「産業空洞化対策減税基金」に基づく立地補助や産業立地促進税制に基づく不動産取得税の

免除・軽減などの立地優遇策を活用し、企業立地の支援を行うとともに、市町村や経済団体と

の連携のもと、次世代産業分野をターゲット業種とした戦略的な企業誘致活動を推進していく。 

○ 市町村の計画等を踏まえつつ、企業のニーズや動向に適応した迅速な用地開発を進めていく。 

○ 「産業立地サポートステーション＊」をワンストップ窓口として、産業用地を求める企業や

用地開発を検討する市町村に用地情報や開発手順を分かりやすく提供するなど、迅速かつ円滑

な企業立地を図っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

戦略的な企業

誘致の推進 

立地優遇策による

企業立地に対する

支援 

・産業空洞化対策減税基金の

活用などによる立地補助 

・産業立地促進税制による不

動産取得税の免除・軽減 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業労働部 

誘致推進体制の整

備 

・「あいち産業立地推進本部」

における全庁的取組の推進 

・「愛知県産業立地推進協議

会」における市町村や経済

団体と連携した取組の推進 

  

産業労働部 

次世代産業分野を

ターゲット業種と

した戦略的企業誘

致活動の実施 

・産業立地セミナー、産業立

地キャラバン等の企業誘致

説明会等の開催 

・再投資セミナーの開催、各

種展示会等、市と連携した

ＰＲの実施 

・企業訪問の実施 
 
 

  

産業労働部 

企業庁 

迅速な用地開

発 

企業ニーズや動向

に適応した迅速な

用地開発 

・市町村と連携した新たな企

業用地の開発 

 

 

 

  

企業庁 

用地情報や開

発手順の提供 

ワンストップ窓口

における企業・市町

村への情報の提供 

・産業立地サポートステーシ

ョンによる立地関連情報の

提供 

  

産業労働部 

 

【あいち産業立地推進本部会議（2014年５月）】 【愛知県産業立地セミナー2013 IN東京（2013年 11月）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業訪問:毎年度1,500 社以上 

企業用地（豊川大木地区）の 

造成完了 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

＜コラム＞日本一の立地優遇制度による企業誘致 

本県では、産業立地を強力に推進するため、2012 年度から、毎年 50 億円を「産業空

洞化対策減税基金」に積み立て、これを原資とした最大 100 億円という日本一の立地補助

制度を創設し、中小規模から大規模までの幅広い投資案件を対象に支援を実施しています。 

この支援制度により、2013 年度までに、91 件の投資案件を採択し、補助予定総額 93

億７千万円、総投資額 1,941 億円余、２万１千人余の雇用維持・創出効果を見込んでいま

す。 

また、2013 度からは、企業が立地する際の不動産取得税を優遇する「産業立地促進税

制」を延長・拡充し、「アジア No.１航空宇宙産業クラスター形成特区」の区域等において、

航空宇宙分野の製造業を対象に新たに不動産取得税を全額免除する制度を設けました。 

これらの補助制度や不動産取得税の軽減措置を活用して、中部臨空都市においては、ベル

ギーの機能材料大手であるユミコア社が、（株）日本触媒と共同でユミコア日本触媒（株）

を設立し、自動車触媒の研究開発センターを建設したり、アメリカの会員制の卸・小売業者

であるコストコホールセールジャパン（株）が、中部地区で初めて出店したりするなど、世

界的な企業の進出も続いています。 

また、県内企業の再投資では、半導体の製造を支えるクリーン搬送機器等を製造するシン

フォニアテクノロジー（株）豊橋製作所が、技術開発センターを新設し、研究開発者、技術

者等を新センターに集約することとしたのをはじめ、産業機器等を製造する三菱電機（株）

名古屋製作所が、工場における生産工程の自動化機器の生産棟を新設するなど、当地域の研

究開発力の強化や付加価値の高いモノづくりにつながる案件も出てきています。 

本県としては、引き続き、航空宇宙や次世代自動車､環境･新エネルギー等といった高度先

端産業分野の誘致を進め、本県経済の活性化と雇用の確保に取り組んでいきます。 

 

 制度の概要 

21 世紀高度先端産業

立地補助金 

○航空宇宙、環境・エネルギーなど、高度先端分野における大規模投資

等の支援（限度額：100 億円） 

新あいち創造産業立

地補助金 

○Ａタイプ：市町村と連携して、県内における再投資を支援 

○Ｂタイプ：サプライチェーンの中核をなす分野等の企業立地の支援 

（ともに限度額 10 億円） 

産業立地促進税制 

○不動産取得税の免除・軽減 

・全額免除（アジア No.１航空宇宙産業クラスター形成特区」の区域等

における航空宇宙関連産業の製造業の立地） 

・大企業１/２、中小企業３/４を軽減（市町村長の申出に基づき、知事

が指定した区域） 
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重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

15 多様な産業の創出・育成 

（１）ベンチャーの創出・育成、都市型産業の育成 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 愛知県産業労働センターに設置した「創業プラザあいち」において、創業準備のためのスペ

ースや起業家同士の交流の場などを提供するほか、（公財）あいち産業振興機構において、専

門家による経営支援、資金調達先や販売提携先等とのビジネスマッチングの支援を行うなど、

ベンチャーの創出・育成を図っていく。 

○ ＩＴベンチャー企業に対し、「あいちベンチャーハウス」のオフィスを低廉な価格で提供し、

インキュベーションマネージャーによる経営指導や販路開拓支援を行うとともに、デジタルコ

ンテンツ分野の若手クリエイターの発掘・育成を図るコンテストの開催などに取り組んでいく。 

○ 「あいち産業科学技術総合センター」に設置した「産業デザイントライアルコア」において、

産業デザインの振興を図るほか、（公財）あいち産業振興機構において、専門家による中小企

業のマーケティング支援等を行っていく。あわせて、本県における都市型産業の集積を促進す

るための方策について検討し、取組を進めていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

ベンチャー企

業の創出・育

成 

（公財）あいち産業

振興機構における

創業支援 

・創業プラザあいちの運営 

・創業に必要な知識やノウハ

ウ等を習得する「あいち創

業道場」や、セミナー、講

座等の開催 

・専門家による経営支援、資

金調達先や販売提携先等と

のビジネスマッチングの支

援 

  

産業労働部 

Ｉ Ｔ 産 業 の 

振興 

ＩＴベンチャー企

業の育成支援 

・あいちベンチャーハウスの

運営 

・インキュベーションマネー

ジャーによる経営相談、販

路拡大等の支援 

  

産業労働部 

デジタルコンテン

ツ分野の育成等 

・愛知デジタルコンテンツコ

ンテストの実施 

・デジタルコンテンツ博覧会

開催への協力 

・デジタルコンテ

ンツ市場の活性

化に向けた取組 

 

産業労働部 

都市型産業の

集積促進 

中小企業のデザイ

ン、マーケティング

分野における事業

活動の支援 

・「産業デザイントライアルコ

ア」における産業デザイン

の振興 

・（公財）あいち産業振興機構

におけるよるマーケティン

グ等の支援 

  

産業労働部 

都市型産業の集積

を促進していくた

めの方策の検討 

・都市型産業集積・育成方策

検討調査の実施 

・検討成果を踏ま

えた取組の推進 

 
知事政策局 

関係部局 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【あいち創業道場】             【愛知デジタルコンテンツコンテスト】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）金融機関との連携 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 経済環境の変化や中小企業の資金ニーズにきめ細かく対応した融資制度を運用することに

より、中小企業への金融支援に取り組んでいく。あわせて、当地域における金融機能の向上に

向けて、金融機関等との連携強化を図っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

金融機関等と

の連携した中

小企業金融支

援 

中小企業の資金ニ

ーズに応える融資

制度の運用 

・資金ニーズに応える融資制

度の運用（創業者支援の拡

充、設備投資の促進、原材

料高への対応など） 

  

産業労働部 

各種セミナーや商

談会の開催支援 

・金融機関・団体が主体とな

ったセミナー・商談会の開

催支援 

  

産業労働部 

当地域の金融機能

向上に資する金融

機関や関係機関等

との連携強化 

・金融懇談会の開催 

・金融機関・中小企業支援機

関等との連携強化に向けた

取組の検討・推進 

  

知事政策局 

産業労働部 

 

【金融機関主催のセミナー（2014年７月）】  【金融懇談会（2014年４月）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（株）名古屋銀行提供） 
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重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

16 中小企業・小規模企業者の振興 

＜３か年の取組方向＞ 

○ 2012 年 10 月に制定・施行した「愛知県中小企業振興基本条例」の周知や理念の普及を図

っていく。 

○ 本県の産業経済と雇用を支える中小企業・小規模企業に対して、（公財）あいち産業振興機

構による経営・技術等のワンストップ支援、資金ニーズに応える融資制度の運用、「あいち中

小企業応援ファンド＊」による新事業展開の支援など、経営、技術、金融、人材、労働の各面

から総合的な支援を行っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

「愛知県中小

企業振興基本

条例」の理念

の普及 

条例の周知・理念の

普及 

・各種イベント等を活用した

条例の周知・理念の普及 

  

産業労働部 

中小企業・小

規模企業者へ

の総合的な支

援 

（公財）あいち産業

振興機構による経

営・技術等の支援 

・多種多様な企業支援制度の

相談等に関するワンストッ

プ支援 

・経営・技術等に関する相談

への対応、専門家の派遣等 

・愛知県よろず支援拠点の開

設・運営 

  

 

産業労働部 

商工会・商工会議所

を通じた経営支援 

・経営指導員等による商工業

に関する相談指導や講習

会・講演会の開催に対する

支援 

  

産業労働部 

中小企業の資金ニ

ーズに応える融資

制度の運用 

・資金ニーズに応える融資制

度の運用（創業者支援の拡

充、設備投資の促進、原材

料高への対応など） 

  

産業労働部 

ファンドによる新

事業展開の支援 

・「あいち中小企業応援ファン

ド」による新事業展開に対

する助成 

  

産業労働部 

学生に中小企業の

魅力を直接伝える

場の提供 

・中小企業経営者との意見交

換会の開催 

・「メッセナゴヤ」における学

生向け企業研究支援ブース

の出展 

・「大学生１日職場体験支援モ

デル事業」の事業内容と成

果の県内大学等への周知 

  

産業労働部 

労働相談の実施 
・労働者・使用者等に対する

労働相談 

・巡回労働相談の実施 

  

産業労働部 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の製造

品出荷額等の全

国シェア：10.0％

（2015 年） 

ワンストップ支
援窓口の利用件
数: 5,000 件 
（2015 年度） 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【愛知県中小企業振興基本条例の主な内容】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

関係者の責務や役割 

中小企業の皆さん、中小

企業に関する団体、大企

業、金融機関、大学・研究機

関といったそれぞれに役割

があること、県民の皆さんに

も理解と協力を期待すること

を示しています。 

 

中小企業団体の取組 
○中小企業者の経営及び取引条件の
向上の取組への支援 

県民の理解と協力 
○中小企業者の価値を理解し、施策に
協力 

県の責務 ○中小企業の振興に関する施策の策定及び実施 

施策の実施／ 
施策への協力 

基本理念 

中小企業振興にあたっての３つの基本的な考え方を示しています。 

○中小企業の自主的な努力を前提とすること 

○中小企業の重要性に関する認識の下に取り組むこと 

○関係者の連携の下に取り組むこと 

県の基本的な施策 

県の取り組む基本的な施

策を示しています。 

○経営基盤の強化等の促進 

○資金供給の円滑化 

○人材の育成・確保の支援 

○商業集積の活性化 

など 

目的：中小企業の振興を図ることによって、地域社会の発展と県民生活の向上に寄与する。 

小規模企業への配慮 

施策を講ずるに当たって、

小規模企業に配慮します。 

施策の推進 

中小企業振興施策の推進

に当たり、中小企業の声を

聞く等によりＰＤＣＡサイクル

に取り組みます。 

 中小企業者の努力 

○経営及び取引条件の向上、従業員の労働環境の整備 
○地域社会への貢献 

大企業等の配慮 
○中小企業者との事業上の関係にお
いて、中小企業者の事業の成長発
展に配慮 

金融機関の配慮 
○中小企業者との事業上の関係にお
いて、中小企業者の経営の向上に
配慮 

大学・研究機関の協力 
○人材育成や研究開発及びその成果
の普及といった自主的な取組を通じ
て、中小企業振興に協力 



 

46 

重要政策課題③ 

産業革新・創造 
重要政策課題  

産業革新・創造 ～日本の成長をリードする最強の産業県に向けて 

３ 

17 産業人材の育成 

（１）次代のモノづくりを支える人材の育成 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 本県の工業教育の中核となる県立愛知総合工科高等学校を 2016 年度に開校するほか、県

立工業高校におけるモノづくりスキルアップ講座の実施、高等技術専門校での職業訓練の実施

などを通じ、モノづくり人材を育成していく。 

○ 2014 年度の「技能五輪全国大会」の開催や、中小企業の青年技能者を対象とした「町工場

技能者コンクール」の開催、卓越した技能を持つ「あいち技能マイスター＊」の県立工業高校

等への派遣などにより、モノづくり技能の継承や技能を尊重する気運の醸成を図っていく。 

○ 県独自の高等学校職業教育技術認定制度について、実技試験を重視した制度に見直すなど、

専門高校における職業教育の充実を図っていく。 

○ 国の指定を受けたスーパーサイエンスハイスクール＊における先進的な理数教育、県内大学

と連携した「知の探究講座」の実施など、県立高校における理数教育の充実を図るとともに、

若手研究者を対象とした「わかしゃち奨励賞」の実施など、科学技術人材の育成を図っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

モノづくり人

材の育成 

県立愛知総合工科

高等学校の新設 

・着工 

 

 

・建設工事 ・開校 

教育委員会 

県立工業高校にお

ける取組の推進 

・モノづくりスキルアップ講

座の実施 

・工業高校等を対象としたキ

ャリアリンク講座＊の実施 

  

教育委員会 

高等技術専門校に

おける取組の推進 

・モノづくり総合科・建築総合

科における職業訓練の実施 

・東三河高等技術専門校への

建築総合科（普通課程）設置 

  

産業労働部 

モノづくりの

技能の継承や

技能を尊重す

る気運の醸成 

技能五輪・アビリン

ピックあいち大会

2014の開催 

・全国大会の開催 ・全国大会への選

手派遣 

 

産業労働部 

町工場技能者コン

クールの開催 

・コンクール（建築板金、電

気溶接、電気めっき、建築

大工の４職種）の開催 

・コンクールの開催  

産業労働部 

熟練技能者等の活

用 

・「あいち技能マイスター」派

遣講座や熟練技能者による

「モノづくり人材育成事

業」の実施 

  

産業労働部 

専門高校にお

ける職業教育

の充実 

高等学校職業教育

技術認定制度の見

直し 

・制度の見直し方向の検討 ・顕彰制度の見直し 

・技術検定の見直し 

 

・新しい技術検定

の実施 
教育委員会 

科学技術系人

材の育成 

県立高校における

理数教育の推進 

・スーパーサイエンスハイス

クールにおける先進的理数

教育の推進と成果の普及 

・「知の探究講座」の実施 

・「あいち科学の甲子園」の開催  

  

教育委員会 

若手研究者・技術者

の育成、科学技術に

関する意識啓発 

・「わかしゃち奨励賞」の実施 

・こども科学教室の開催 

・「知の拠点あいちサイエンス

フェスタ」の開催 

  

産業労働部 

2016 年４月 
開校予定 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【愛知県総合工科高等学校の学科構成等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）企業のニーズに対応した人材育成の支援 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 中小企業の人材育成を支援するため、愛知県産業労働センターにおいて、人材育成に関する

様々な相談への対応や支援策に関する情報提供などをワンストップで行うとともに、中小企業

における人材育成のモデルとなる取組事例の普及などを進めていく。 

○ 高等技術専門校において、企業実習を伴う職業訓練や、専修学校等を活用した公共職業訓練

の実施など、民間との連携を図りながら、企業のニーズに対応した人材の育成を支援していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

中小企業の人

材育成の支援 

（公財）あいち産業

振興機構による人

材育成の支援 

・相談への対応、専門家の派

遣、情報提供 

  

産業労働部 

効率的に従業員の

職業能力開発に取

り組むことができ

る仕組みづくり 

・「人材育成の手引き」による

中小企業における人材育成

のモデルとなる取組事例の

普及 

  

産業労働部 

企業のニーズ

に対応した人

材育成の支援 

高等技術専門校に

おける職業訓練の

実施 

・企業実習を伴う職業訓練の

実施 

・専修学校等を活用した公共

職業訓練の実施 

・企業の要望に沿ったオーダ

ーメイド型スキルアップセ

ミナーの実施 

  

産業労働部 

 




